
第１３９期 決 算 公 告 

東京都千代田区丸の内三丁目 4番 2号 

三菱製紙株式会社 

取締役社長 佐 藤  健 

        貸 借 対 照 表（平成 16 年３月 31 日現在） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

 （資産の部） 百万円  （負債の部） 百万円

流動資産 ７５，４１９流動負債 １２４，９０９

現金及び預金 １，９３４ 支払手形 １，９０１

受取手形 ３５１ 買掛金 ２１，８４２

売掛金 ３０，１５７ 一年内償還社債 １０，０００

製品商品 １５，６７９ 短期借入金 ５２，５２６

原材料 ２，４５３ コマーシャル･ペーパー １１，０００

仕掛品 ４，０７９ 未払金 １３，９０８

貯蔵品 １，４０９ 未払費用 １３，３１３

前渡金 ４４６ 未払法人税等 ３２

前払費用 ３３６ 未払消費税等 １３７

未収入金 １４，３６７ 預り金 １４４

短期貸付金 ２，５０５ その他 １０２

繰延税金資産 １，６６９固定負債 ７５，６８２

その他 ３３ 社債 １０，０００

貸倒引当金 △     ４ 長期借入金 ５０，８８１

固定資産 ２０７，９４１ 長期未払金 ２，１２８

 有形固定資産 １４４，２４４ 繰延税金負債 １，２７９

建物 ３５，５１５ 退職給付引当金 １０，８２２

構築物 ５，０３４ 役員退職慰労引当金 ４９２

機械及び装置 ７８，９７６ その他 ７６

車両及び運搬具 ５０負債合計 ２００，５９１

工具･器具及び備品 ７９１ （資本の部） 

土地 １９，３５３資本金 ３０，８６５

植林 ５４３ 資本金 ３０，８６５

建設仮勘定 ３，９８０資本剰余金 ３１，７１１

 無形固定資産 １，３４６ 資本準備金 ３１，７１１

施設利用権 １  その他資本剰余金 ０

ソフトウェア １，３１２  自己株式処分差益 ０

その他 ３２利益剰余金 １２，４５０

 投資その他の資産 ６２，３５０ 利益準備金 ５，１００

投資有価証券 ４５，８８７ 任意積立金 ４，５０７

子会社株式 ４，５８６ 海外投資等損失準備金 ３３

子会社出資金 ９，０１０ 特別償却準備金 １７

長期貸付金 １５２ 固定資産圧縮積立金 ４，４５５

長期前払費用 １７２ 当期未処分利益 ２，８４２

その他 ２，６１１株式等評価差額金 ７，７８９

貸倒引当金 △    ７０ その他有価証券評価差額金 ７，７８９

 自己株式 △    ４７

 自己株式 △    ４７

 資本合計 ８２，７６９

 資 産 合 計 ２８３，３６０ 負債及び資本合計 ２８３，３６０



損 益 計 算 書  自平成 15 年４月 １日 

                           至平成 16 年３月 31 日 
摘       要 金        額 

（経 常 損 益 の 部） 百万円 百万円

 営  業  損  益  の  部     

営    業    収    益   １５９，９４０

売    上    高 １５９，９４０  

営    業    費    用   １５６，８８１

売  上  原  価 １２７，６９３  

販売費及び一般管理費 ２９，１８７  

営   業   利  益 ３，０５８

 営 業 外 損 益 の 部     

営  業  外  収  益   １，５１８

受取利息及び配当金 ５３６  

雑   収   入 ９８２  

営  業  外  費  用   ３，３０１

支  払  利  息 ２，１４４  

雑    損    失 １，１５７  

 経   常   利  益   １，２７５

（特 別 損 益 の 部）     

 特   別   利   益   ９，０００

固定資産処分益 ６，８０３

投資有価証券売却益 ９６２

国庫補助金 １，１３９

災害補償金 ９４

 特   別   損   失 ４，８０５

固定資産処分損 １，７６６

投資有価証券売却損 ０

投資有価証券評価損 ４２

その他投資等評価損 ８３

休転費用 １７６

関係会社支援損 １７６

工場再編成関連損失 ２，５５９

 税 引 前 当 期 純 利 益 ５，４７１

 法人税・住民税及び事業税 ３２

 法 人 税 等 調 整 額 １，９４２

 当  期  純  利  益 ３，４９７

 前  期  繰  越  損 失 ６５４

 当 期 未 処 分 利 益 ２，８４２

 



貸借対照表及び損益計算書についての注記  

 
１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．貸借対照表及び損益計算書の作成に関する重要な会計方針 

  (1)  子会社株式及び関連会社株式の評価は、移動平均法による原価法によっております。その他有価証

券の評価は、時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法に

よる原価法によっております。 

  (2)  棚卸資産の評価は、製品商品・仕掛品については総平均法による原価法、原材料・貯蔵品について

は移動平均法による原価法によっております。 

  (3)  有形固定資産の減価償却方法は、定額法によっております。ただし、建物以外の本社、研究所その

他一部の有形固定資産については、定率法によっております。なお、有形固定資産の減価償却累計

額は２３９,１４８百万円であります。 

  (4)  貸倒引当金は、期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

  (5)  退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（１５年）による定額法により費用処理し、数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により翌期から費用処理す

ることとしております。 

  (6)  役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による期末要支給額を計上し

ております。なお、役員退職慰労引当金は商法施行規則第 43 条に規定する引当金であります。 

  (7)  消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

  (8)  当期より、「商法施行規則の一部を改正する省令」（平成 15 年９月 22 日 法務省令第 68 号）による

改正後の商法施行規則に基づいて計算書類等を作成しております。 

３．子会社に対する金銭債権、金銭債務及び子会社との間の取引高 

  (1)  短期金銭債権                           ２４,９１１ 百万円 

  (2)  長期金銭債権                               ４５９ 百万円 

  (3)  短期金銭債務                          １５,８１９ 百万円 

  (4)  売上高                                ８５,６４４ 百万円 

  (5)  仕入高                                ２０,１６２ 百万円 

  (6)  営業取引以外の取引高                    ２,３６９ 百万円 

４．担保に提供している資産 

       有形固定資産                           ７９,２８３ 百万円 

５．保証債務等 

       保証債務額                               ３０,４８６ 百万円 

６．商法施行規則第 124 条第３号に規定する純資産額      ７,７８９ 百万円 

７．１株当たりの当期純利益                                 １０円７３銭 

８．特別損失「その他投資等評価損」には、貸倒引当金繰入額が含まれております。 

９．退職一時金制度及び適格退職年金制度について、退職給付信託における年金資産控除前退職給付引当

金残高は、それぞれ１３,６４４百万円及び６,２３８百万円、それと相殺表示されている退職給付信託

における年金資産額は、それぞれ６,１５３百万円及び２,９０７百万円、並びに純額表示されている貸

借対照表の退職給付引当金残高は、それぞれ７,４９１百万円及び３,３３１百万円であります。 


